
































































































































































































































































































































































































































































































































































































計画名 首都改造計画 新しい近畿の創世計 21世紀中部圏計画
画（すばるプラン） （アポロ2025プラン）
地域名 東京大都市圏 近畿圏 中部圏
公表 1985年5月 1987年3月 1987年7月
計画の ・東京大都市圏を多核心型 ・国土の双眼構造の一翼を ・自然を活かした魅力ある
基本方 の連合都市圏として再構 担う 圏域の形成






多核化 ・（業務核都市：立川・八 ・個性豊かな都市圏が独自 ・各都市圏の機能を育成・
に関す 王子、横浜・川崎、大宮・浦 性を保持しつつ、競争と 強化し、それらを交通、
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都市活動の増加　　　　　　地区利用者の増加




























































































































































































































































































































地域 1期 皿期 1娚 皿期
東京圏 41 173 870 1672
大阪圏 一406 一306 一1722一1592
名古屋■ 一441 一443 92 274
東京圃周辺部 一154 一208 971 1315
大阪圏周辺部 一27 一51 1 392
名古屋圏周辺部 一218 一371 一692 106
北海道 230 361 一637 一408
東北 373 321 471767
中国 一10 一94 18 一1237
四国 97 62’ 121 一454





業種 商秦系 サービス系 現業系
卸小売業 サービス業 融保険業 不動　業 麺設業 製造業 連翰通 秦
地城 〔期 皿期 1期 ロ期 1期 ロ期 1期 ロ期 1期 ロ期 1期 ロ期 1期 ロ期
東京■ 1032 一49 9τ6 1009 400 一▲07 一105 7 62 48 一2020 418 480342
大阪■ 12 ．74 336 205 77 一103 32 一23 一381 一243 一1741一1192 一115 一153
名古屋圏 124 125 110 27 ・62 57 4 17 180 17 一274 一40 一5 94
東京■周辺部 一11 193 一11 205 一5 45 7 3 201 100733 714 42 70
大阪目周辺部 ・25 178 ●58 35 5 13 6 11 一28 48 135 U3 一41 ・5
名　屋■周辺部 一350 一229・207 一478 一64 14 一14 一7 一236 一67 366 530 一200 一16
北海道 一202 一76 一189 ・178 一72 19 21 一9 一145 29 72 一207 一84 ・17
東北 21 ㊨3 ・285 ●209 ．74 23 28 “ 一67 322 901 863 一45 一29
中国 一119 一213 ’258 ●126 一62 ⇒60 3 3 10 一L58 538 一579 ・65 一116
四国 一103 一臼 一88 一185 一52 ●11 ●8 10 87 21 279 一119 一26 一82








































































地域 1期 皿期 1期 ロ期
東京圏 35 127一206 一120
大阪圏 一41 一16 一128 一264
名古屋圏 一6 一56 10 180
東京圏周辺部 一24 35 96 141
大阪圏周辺部 14 一1 15 一8
名古屋圏周辺部 一32 一8 48 40
北海道 7 一21 15 一5
東北 一4 一12 53 58
中国 44 一12 一63 一46
四国 1 一6 23 一9




































シェア 年 対全国シ エア（％）
指標 次 東京圏 大阪圏 名古屋圏
①人口 昭和45 23．0 13．9 6．6
50 24．2 14．0 6．7
55 24．5 13．8 6．8
60 25．0 13．7 6．8
②卸売販売額 45 38．9 25．0 10．2
51 3＆8 22．0 9．0
57 42．3 19．3 ＆8
60 41．5 19．4 9．4
③小売販売額 45 26．9 15．5 7．0
51 25．8 14．8 6．7
57 2ぴ1 14．2 6．8
60 26．4 14．2 7．0
④工業出荷額 45 2息6 1駄8 11．1
50 26．9 17．4 11．1
55 26．6 159 11．7
60 25．6 15．1 12．7
⑤情報 44 525 19．2 5．3
サービス 50 5ぴ5 16．7 4．8
従業者数 56 559 1ぴ2 4．7
61 57．5 14．2 4．6
⑥株式売買高 45 56．2 21．4 65
50 54．8 21．2 礼3
55 51L　9 1τ3 5．6
60 64．4 L6．7 5．2
⑦手形交換高 45 53．2 24．2 7．5
50 57．9 21．9 lL　5
55 66．9 17．2 ふ5
60 78．9 11．5 3．4
⑧企業の本社 45 59．5 22．0 5．3
数（資本金 50 5＆4 19．9 4．9
10億円 55 59．4 1＆9 50
以上） 60 5駄4 1＆0 5．1
⑨外国法人数 50 86．4 9．3 α4
55 86．6 ＆0 0．8
58 8＆0 7．6 α7
⑩大学学生数 45 5α6 19．9 6．3
50 4＆2 20．4 6．5
55 45．0 19．6 6．6
































































































移転後の府県名 滋賀 京都 大阪 大阪市 兵庫 奈良 和歌
移転前の府県名 県 府 市
を除《
蜊纒{
県 県 山県 計
滋賀　県 72 1 73
京都府 9 63 3 75大阪市　内 9 7 12 47 36 10 121
大阪市除く大阪府 20 5 3 82 26 ll 147
こ．兵庫県 4 4 3 319 330
奈良県 1 2 36 39一　　　　　　　　・a歌山　県 1 43 44
「～，近畿圏以外 3 3 6









































































































































































































































































































































































































































































































































































































高密度集積地区 ○ 口 △
申密度蹴区 o o △ 命

































































































































































































































































































































































































































|0．3集合販売施設 ○ 集合販 ●一般店舗施設 ○ ○ ◎ ○ 一般店業　　務　　施　　設 O ○ ○ ◎ 業　務
一戸建て・長屋建住宅 ○ ● ● ● ○ 住　宅













































































































































































































































































































































































































































































① 建設業 272 0，022
② 製造業 1054 0，023
③ 卸売業 721 0，020
④ 小売業 1109 0，017
⑤ 飲食店 552
⑥ 金融・保険業 119 0，032
⑦ 不動産業 126 0，OlO
⑧ 運輪・通信業 145 0，020

























































④ 住んでいる人の多さ ◎ ◆
⑤ 人通りの多さ ◎ ●












































































グループ 構成する事業主体 シ弥 ①　② ③ ④　⑤ ⑥ ⑦


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（1）京都都心への鉄道時間距離（分） o o o o鉄道
（2）大阪都心への鉄道時間距離（分） ● ● ● ●
（3）神戸都心への鉄道時間距離（分） ● ● ● ●
時　間　距　離
（4）新幹線駅への鉄道時間距離（分） ● ● ● ●
（5）京都都心への道路時間距離（分） o o o o
（6）大阪都心への道路時間距離（分） ● ● ● ●
道路
（7）神戸都心への道路時間距離（分） ● ● ● ●
（8）最寄国際空港への道路時間距離（分） o o ○ o
（9）最寄インターチェンジへの道路時間距離（分） o o o o
（10）政令指定都市への道路時間距離（分） ● ● ● ●
（11）鉄道合成アクセシピリティー　（人／分） ○ o o oアクセシ
rリティー （12）道路合成アクセイピィティー　（人／分） o o o o
（13）周辺都市核の卸・小売業従業者数（人） o ● o o周辺都市核
ﾌ都市機能
W積
（14）周辺都市核の金融・保険従業者数（人） o ● o o
（15）周辺都市核の不動産業従業者数（人） o o o o
（16）周辺都市核のサービス業従業者数（人） o ● o o
後背圏 （17）一　次　通　勤　圏　人　ロ　（人） o o ○ O
（18）鉄　　　　　道　　　　　駅　　　　　数交通施　設 鉄道
（19）優　等　列　車　停　車　駅　数 o o o o
地区的要因
道路 （20）幹　　線　　道　路　密　　度（1／k阻） o o o o
（21）未　　利　　用　地　　面　　積（㎞2） ● ● ● ○その他の







































































































































交通関連施設 鉄道 （18） STN都　市　核　　内　の　鉄　道　駅　数地区的
v　因 道路 （20） ROAD都　市　核　内　の　幹線　道路密度
（23） A 卸　・　小　　売　　業　　従　　業　　者　　数
（24） B 金　融・保　険　業　従　業　者　数集積経済






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































① 面　　　　　　　　　　積 k皿2 3．3 LO 2．9
② 全　　従　　業　　者　　数 人 18，404 4，559 241，452
③ 従　　業　　者　　密　　度 5，577 4，559 83，259
④ 商業系業種従業者密度 人／k■2 2，Ol5 2，627 36，120
⑤ サービス系業種従業者密度 2，130 L724 23，842
⑥ 現業系業種従業者密度 L382 129 21，320
⑦ 全　従　業　者　変　化　率 10．7 44．3 4．7
⑧ 商業系業種従業者密度変化率 ％ 10．8 33．4 7．5
⑨ 事ビス系業種従業者密度変化率 23．2 50．4 17．5
⑩ 現業系業種従業者密度変化率 一2．3 23．2 一i2．8
⑪ 鉄　道　乗　車　人　員 人 77，435 37，980 889，396
⑫ 推定年小売業販売額 億円 587 233 3，952
⑬ 大規模小売店舗数 軒 3 5 10
⑭ 大規模小売店舗売場面積 m2 16，719 43，552 177，152
⑮ 百　　　貨　　　店　　　数 軒 0 1 3
















@単位：分）通勤 業務 自由 鉄道 自動車 徒歩
茨木 64，267 12．8 16．058．1 12．6 12．6 704 67
千里中央 24，060 16．4 11．5 5＆7 29．9 凪4 39．8 84






















































































































①店の種類 ■ ○ ◎
②商品の種類 ○ ○ ◎
③商品の価格 ◎
④品ぞろえ ○ ○ ■
⑤飲食店 ○ ◎ ●
⑥大規模商業施設 ○ ○ ○
⑦娯楽施設 ◎ ● ●
⑧自然環境 ◎
⑨夜の治安 ■ ●
⑩町並み ■ ◎ ●
⑪なじみの店 ●
⑫用事の一括性 ■ ◎ ◆
⑬ゆつたり買物 ● ◎
⑭高級感 ◎ ● ●
⑮ファッシ宿ン性 ◎ ● ●
⑯清潔感 ◆ ◎ ●
⑰静かさ ◎
⑱整然さ ◎
寄与率（％） 30 15 9 6





























































No グループ名 僧　　　　　　　　考 サンプル数
1 男性1 20才以上40歳未満《×学生を除く） 85
2 男性ロ 40才以上60歳未満 102
3 就業女性 会社貝、公務貝、80歳未満 34
4 主婦1 20才以上40歳未満 196
5 主婦ロ 40才以上60歳未満 182
6 高齢者 80歳以上、男・女とも 73
7 高佼生 男・女とも 44




























グループ名 1 2 3 4 5 6 7 8
男性 男性 就業 主婦 主婦 高齢 高校 大学
項目名 1 皿 女性 1 口 者 生 生
④品ぞろえ 商集 商集 グレ グレ 快適 商集 商集 快適
⑤飲食店 商集 商集 快適 グレ 快適 商集 快適 快適
⑥大規模商業施設 商集 商集 グレ グレ 商集 商集 商集 商集
⑦娯楽施設 グレ 商集 グレ グレ グレ グレ 商集 グレ
⑨夜の治安 快適 快適 快適 髄 環境 快適 蹴 環境⑫用事の一括性 商集 商集 商集 快適 快適 商集 快適 快適











































































グレード　因子 α823 0，4320，0340，752 0，673α5700，138 0，112
環境・景観因子 0，720 0，6821，Ol70，7480，912 0，4540，460 0，355
判別係数値
買物快適性因子 0，0660，8261，4800，689 0，6901，4000，4521，294
商業集積　因子 α616 0，8080，7080，1830，038 0，267 1，0440， 64
定数　項 0，6600，5060，1730，2880，3820，4680，202α308
大変好き 1，2901，884 1，6561，331 1，6181，952 1，337 1，602群平
ﾏ値 好きではない 一〇．347 一〇．456一〇．631 一〇．251 一〇．396一〇．238一〇．289 一〇．552
ウィルクスのA 0，686 0，532α471 0，747 0，605，6730，7120，517




グループ名 1 2 3 4 5 6 7 8
因 男性 男性 就業 主婦 蜘 高齢 高校 鴬子 主要関連項 1 口 ’女性 1 口 者 生 生
④品ぞろえ 一 ● 4 4 　 一 一 一
グ ⑤飲食店 一 一 一 一 一 一 一
レ ⑥大規模商業施設 一 一 7 7 一 一 一 一
1 ⑦娯楽施設 3 一 5 7 一
ド ⑭高級感 1 2 4
⑮プアツション性 2 1 1 一
環 ⑧自然環境 5 6
境 ⑨夜の治安 一 一 一 一 一
景 ⑩町並み 4 3 2’ 2
観 ⑯清潔感 5 3
買 ④品ぞろえ 一 一 一 一 一　　　・ 一 3
物 ⑤飲食店 一 一 2 一 5 一 4
快 ⑨夜の治安 一 1 一 一
適 ⑪なじみの店 6
性 ⑫用事の一括性 一 一 一 一 7 2
⑬ゆつたり買物 一 2 3 3 一 1
①店の種類 7 2 7
商 ②商品の種類 6 6 6 3 5
業 ④品ぞろえ 6 5 一 一 一 4 4 一
集 ⑤飲食店 一 一 一 7 一 一
積 ⑥大規模商業施設 7 一 一 5 5 6
⑦娯楽施設 4 一 一 一 一 1 一
⑫用事の一括性 1 1 一 一 一 一
⑬ゆったり買物 一 一 一 一 3 一 一



























































































































































































































































①効用最大化モデル4） 経済掌における効用理論を行動理 行動空間に対する十分な考慮が ○
論の基礎としている． なされていない．
②非集計 個人や世帯などの行動単位に注目 個人の行動時間に対する十分な ○
交通選択モデル5》 し、それらがもつ社会経済的特性 考慮が難しい．
に応じて交通行動を表す。
③トリ，プ 吸収マルコ 1目のト1ハップ行動を完結したト ト‘∫ップの背景にある個人行動 ×
連鎖 フ連鎮モデ リゥプテェインとみなし、違鎖し の理論には触れていない．また
モデル ノレ6） ているト1，ヲプの特性を求める・ 行動時間を取り扱っていない．
マルコフ再 涛留時間がトリラプ機会の増減に トリ7プの背景にある個人行動 ×
生理論モデ 関連していること｛二着目して交通 の理論には触れていない．
ル7， 需要を求めている．
④プリズムモデル8， 人の活動の時間一空間的制約を図 交通モデルとの関連はほとんど ×
的に説明する． 検討されていない．
⑤Ti邑6　Budget研究●， 　　　　　　　　　　　　．ﾙ会鋼査により、行動時間、行動 方法論的に複雑でまだ多くの問 ×
空聞の両方を考慮して、個人の活 題を残している。
動配分・について分析を行つている

















































































































































































































2 飲食業従業者密度 ①　11．830②　3，270④　1．120③　1．5503 サービス業従業者密度
人k■2
①　11．160②　5．160④　2．370③　2．970
4 卸・小売業従業者密度変化率 ④　　5．5③　　ぴ5 ①　　46．5②　　10．5
5 サービス業従業　密度　化率 ％ ②　　24．5③　　18．6①　126．0②　　19．2
6 従　　業 人 Φ198，100②113，400④27．800③30．400
7 全従業　　変化率 ％ ④　　3．5②　　8．5①　　52．3③　　4・98 鉄　道　乗　車　人　員 ①754，800②218．200③70．800④64．500人千人
9 後　　背　　圏　　人　　口 ①　L490②　1．450④　　390③　　640
10大規模小売店舗数 軒 ①　　7．5②　　4．8③　　2．5④　　L4
11 大規模小売店舗売場面積 m2 ①170．000②　55．200③21．800④　14，400
12百　　貨　　店　　数 L8③　　α5 ④　　α1軒％ ①　　3．5
@　　1000
②②























































































































































































































































































































決定係数 α761 α766 α764 α767
延べ選択地区数 107 171
　また、各モデルによる推計値と実績値の比較を図8－－5に示す。各モデルの残差について検討
したところ、日常目的の郊外居住者モデルにおいて、複数の都市核が存在する市に含まれる居住
地ゾーンにおいて大きな残差が見られた。例えば豊中市（千里中央と庄内の2地区）、東大阪市
（布施と長瀬の2地区）、尼崎市（尼崎と塚口の2地区）に含まれる居住地ゾーンにおいて二の
傾向が顕著であつた。これらの原因を詳細に検討したと二ろ、これらの居住地ゾーンからの地区
選択では、互いに近接する都市核のどちらかにトリップが偏って集中する傾向がある二とがわか
つた。この原因として各都市核に関する情報の遍在や居住地ゾーンレベルで各都市核へのアクセ
スのしやすさに差があることが考えられる。また、以上の目的地選択モデルを通じて、『地区要
因』はそれほど大きな説明力は持つていなかったが、二れは都市核間の選択行動を対象にしたた
めに生じた結果といえる。
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8－6　滞留時間決定行動に関するモデル分析
8－6－1　分析の前提
　本節では地区利用者の行動のうち滞留時間に関する分析方法と分析結果を述べる。都市核利用
者の滞留時間は『地区要因』の他に『トリップ属性及び個人属性』によって影響を受けると考え
られる。本節ではこれら各要因の特性から、『トリップ属性及び個人属性』に関しては個人レペ
ルのモデルを、また『地区要因』に関しては地区レベルのモデルを用いることによって、その滞
留時間に与える影響を明らかにする。
　具体的には、まず個人の滞留時間と『トリップ属性及び個人属性』との関連を数量化理論1類
モデルを用いて明らかにする（滞留時間分析モデル1）。次に、トリップ属性や個人属性の現実
的な組合せを「滞留形態」と呼ぶことにすると、地区における各滞留形態の構成比が明らかにな
れば、このモデル1を用いることにより『トリップ属性及び個人属性』からみた各地区での地区
平均滞留時間を推計する二とができる。二の推計値と、パーソントリップ調査から得られる地区
平均滞留時間の実績値との差、すなわち『トリップ属性及び個人属性』によって説明されなかつ
た地区ごとの滞留時間の残差は地区の魅力を反映した『地区要因』と一定の関連をもつものと考
えられる。このため、以下ではこの残差を『地区要因」を用いて線形回帰し（滞留時間分析モデ
ル皿）、その結果からどのような『地区要因』が滞留時間の決定に影響を与えているかを明らか
にする。二の分析では、二のような段階的方法をとる二とによつてより多くの要因の効果を検討
する二とを可能としている。また、本章で対象とするトリップは対象地域全体から生じる．ホーム
ベイスのトリップ（8，687サンプル）である。
8－6－－2　滞留時間分析モデル1の作成結果と考察
　滞留時間分析モデル1は、数量化理論1類を用いる二とによって、外的基準である個人の滞留
時間への『トリップ属性及び個人属性』の影響を明らかにしようとしたものである。ここでは『
トリップ属性及び個人属性』として①トリップ目的、②代表利用交通手段、③自宅から地区まで
の所要時間（主観値）、④地区への到着時刻、⑤年令、⑥職業をとりあげている。
　モデルの作成結果を図8－6に示す。ここではカテゴリー値が大きいほど、滞留時間が長くな
ることを表わしている。各変数のカテゴリー値の傾向は現実を良く表していると考えられる。こ
のモデルから次のようなことが明らかになった。
①トリップ目的別にみると、娯楽のトリップが最も滞留時間が長く、日常的買物のトIJップで
　非常に短かくなっている。また長時間にわたって地区に滞留する場合には、朝早くから出かけ
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図8－6　滞留時間分析モデル1の作成結果
　る傾向のあることがわかる。
②利用交通手段については、鉄道、バス、自動車、徒歩・二輪の順序で各トリップによる滞留
　時間が短かくなっている。各交通手段の特性から考えて、わざわざ行く所では滞留時間が長く、
　容易に行ける所ほど短い傾向があるといえる。
③高齢者については滞留時間が若干短かくなる傾向がみられるが、年令、職業については、さ
　ほど顕著な違いがカテゴリー内でみられない。
④　全般的に個人属性よりもトリップ属性の方が、滞留時間の長さに影響を与えるということが
　明らかになつた。
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8－6－3　滞留時間分析モデルllの作成結
　　　　　　果と考察
　個人の滞留時間が「トリップ属性及び個人
属性』と目的地の「地区要因』によってほと
んど決定されるのであれば、滞留時間のうち
『トリップ属性及び個人属性』によって説明
されない部分の多くは『地区要因』によって
説明されるものと考えられる。ここでは、ま
ずトリップ属性や個人属性の現実的な組合せ
を「滞留形態」とし、滞留時間分析モデル1
の結果から滞留形態ごとの平均滞留時間を求
める。滞留形態設定のために用いたカテゴリ
ーを表8－8に示す。次に、地区ごとに各滞
留形態に属する地区利用者の割合を求め、各
地区での地区平均滞留時間を推計する。二の
地区平均滞留時間推計値とパーソントリップ
調査から得られた地区平均滞留時間の実績値
との差を各地区別に求め、二れを各種地区要
因を用いて線形回帰タイプのモデルを用いて
分析する（滞留時間分析モデルロ）。
　滞留時間分析モデルllにおいて説明変数と
して用いる『地区要因』は、表8－9に示す
ように目的地選択モデルに用いたものの他に、
地区特性を表すダミー変数を追加している。
表8－8滞留形態の設定に用いた説明
変数とそのカテゴリー
説明変数 カテゴリー
日常的買物
①トリップ目的 食事、非日常的買物
娯楽
鉄道
②利用交通手段 バス、自動車
徒歩、二輪
60分未満③自宅から地区まで
@の所要時間 60分以上
～14：00
④到着時間 14：00～20：00
20：00～
表8－9滞留時間分析モデルロで考慮した
説明変数
要因種別 説明変数名　（単位）
従業者数 ①小売業従業者数（飲食を除く）（人）
②飲食業従業者数　（人）
③サービス業従業者数（人）
大規模小売店 ④百貨店立地軒数　（軒）
⑤スーパーマーケット立地軒数（軒）
⑥大規模小売店立地軒数　（軒）
⑦大規模ノ」涜店売場面積　（m2）
⑧百貨店場面積（m2）
⑨㍗バーマ→ヲ涜場面積（m2）
娯楽関連施設 ⑩映画館の立地軒数　（軒）
⑪会館、ホール立地軒数　（軒）
その他の
@地区要因
⑫有名商店街の数
⑬滞留人口密度　（分・人／㎞2）
⑭現業系特化ダミー業種構成に
ﾖ連する
_ミー　数
⑮サービス系業種特化ダミー
⑯小売業特化ダミー
⑰官庁所在地ダミー地区特性に
ﾖ連する
_ミー変数
⑱再開発地区ダミー
⑲鉄道乗換駅ダミー
また、百貨店及びスーパーマーケットについては、滞留行動を考える上で、その商業空間の広さ
が重要と考えられるので、売場面積も変数として加えた。変数間の相関分析を行った上で、滞留
時間分析モデルロを構築した結果を表8　一一　10に示す。また滞留時間分析モデルロによる推計値と
実績値の散布図を図8－7に示す。これらの結果から次のような考察ができる。
①各変数ともt値は大きく内容的にも滞留行動に対する地区要因の影響をかなり正確に表して
　いると考えられる。また、モデル全体の決定係数はO．　831と高く、生じた残差にも一定の傾向
　は存在しない。
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表8－10滞留時間分析モデルIIの作成結果
説明変数 パラメータ
@　t
備考
⑤㍗パーマーケヲト
@　の軒数
1．48
@（3．99）
⑧百貨店売場
ﾊ積（m2）
9．54×10’5
@　（2．91）
⑬滞留人口密
x（分人／㎞2）
1．83×10－6
@　（3．16）
⑮サービス系業
崧ﾁ化ダミー
5．21
@（3．84）
サービス系業種構成比
ｪ40％以上の地区に1
⑯小売業特化
@　　ダミー
5．87
@（2．71）
小売業構成比が40％以
繧ﾌ地区に1
⑰官庁街
@　　ダミー
イ07
@（－4．59）
府・県庁と大阪・京都・
_戸市役所所在地に1
⑱再開発地区
@　　ダミー
5．62
@（4。27）
地区内で既に再開発が
sわれていれば1
⑲鉄道乗換駅
@　　ダミー
一4．26
@（－3．28）
地区内に複数の会社線
ﾔの乗換駅があれば1
定数項 一10．03
@（－8．08）
決定係数 0，831
地区数 47
②百貨店売場面積とスーパーマーケット立
　地件数が説明変数として選択された二とか
　ら、地区の商業集積の核となる施設の有無
　やその規模が滞留時間に大きな影響を及ぼ
　しているといえる。また、滞留人ロ密度が
　モデル式に含まれていることから、人が多
　く集まるにぎやかな所で、滞留時間が長く
　なる傾向のあることがわかる。
③サービス系業種もしくは小売業に特化し
　た地区では地区利用者の滞留時間が長くな
　る傾向がある。この二とから地区利用者へ
　の商品や情報、サービスの提供が豊富にな
　るほど滞留時間が伸びると考えられる。
④　官庁所在地ダミーと鉄道乗換駅ダミーは、
　20分
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　負に作用している。二れらのダミーは一見、正に作用する二とが予想されたが、実際には自由
　目的のためにこれらの地区をわざわざ長時間かけて利用する者が少ないため、このような結果
　が得られたといえる。
⑤再開発事業は地域の活性化を一つの目的として行なわれる場合が多いが、モデル中の再開発
　地区ダミーのパラメータも正の値を示している。二のことは事業の実施が滞留の長期化に役だ
　っていることを示しており、再開発が地区の魅力度の向上につながっていることがわかる。
8－7　地区利用行動からみた整備方策に関する検討
　本節では以上の分析結果をふまえ、8－4で地区の活性化という点で大きな課題をかかえてい
る二とが明らかになった「一般型小規模商業地区」を特にとりあげ、地区利用者の行動からみた
地区整備の方策について検討した例を示す。
　現況分析の結果から「一般型小規模商業地区」は地区利用者数、地区利用者の平均滞留時間と
も少なく、中には従業者数が減少している地域も含まれており、有効な地区整備の必要性が認識
された。ニニではモデル分析から得られた知見をもとに、どのような方策を実施することによつ
て効果的に地区利用者による滞留時間を増加させることができ、地区の活性化につながるかを明
らかにする。考察は、一般型小規模商業地区を構成し、その特性が異なる①衛星都市中心地区、
②大阪環状線沿線地区、③三大都市都心周辺地区ごとに行うものとする。
①衛星都市中心地区（吹田、茨木、寝屋川、布施、高槻、堺東、西宮、尼崎、明石地区）・
　　二れらの地区では現在大都市都心部へ流出している非日常目的を持った郊外居住者を吸収で
　きるような地区整備を行う必要がある。目的地選択モデルから、郊外居住者は非日常目的の地
　区選択において商業施設の質の高さやにぎやかさを重視しているため、有名店が入つた「ショ
　ッピングモール」等の質の高い商業施設が重要と考えられる。また滞留時間分析モデルロから、
　十分な百貨店売場面積が滞留時間を長くするうえで重要である二とが明らかになつている。こ
　のことより、飲食、小売店舗を単に増加させるだけでなく、地区内に核となる商業施設を立地
　させ、ゆとりのある滞留空間を創出する二とが重要であると考えられる。
②大阪環状線沿線地区（野田、京橋、天満橋・森ノ宮、九条、恵比寿町・今宮、鶴橋地区）
　　これらの地区は滞留時間分析モデルロにおいて「鉄道乗換駅ダミー」が1の値をとる地区で
　ある。モデル分析の結果から鉄道の乗り換えによる地区利用者は多いのにもかかわらず、一人
　当りの滞留時間が短く地区の実質的な利用がなされていないということが明らかとなつた。位
　置的には郊外鉄道線と環状線の交点に存在しており、交通利便性はすでに確保されているため、
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　駅周辺に魅力度の高い施設を配し、駅利用者の動線を駅から地区内に引き込む工夫が望まれる。
　特に郊外居住者にとっては「大規模商業地区」にかわる郊外鉄道沿線生活圏の中心地区として、
　また環状線利用者からは他の地区では得ることのできない商品やサービスの得られる個性をも
　った地区として商業施設整備を行っていく必要があろう。
③三大都市都心周辺地区（西陣、堀川、長田地区）
　　二れらの地区は京都の西陣地区のように在来型の現業業種を中心に古くから発達した地区が
　多い。地区には十分な鉄道線が整備されていない場合も多く、商業活動の対象となる地区周辺
　の居住者数も減少の傾向にある。二のため地区利用者数を増加させるには、周辺の住宅整備と
　有機的な連携をとったり、後背圏を拡大するために鉄道線の整備を行っていく必要がある。ま
　た、地区利用者の滞留時間を伸ばすためには、商業施設の整備や景観整備によつて現業地区イ
　メージから脱皮すること、また老朽化した施設の更新や再開発の実施、にぎやかさの創出等が
　滞留時間分析モデルllの結果から有効であると考えられる。
　最後に、どのタイプの地区においても共通の課題になると思われることに、どのような個人属
性、及びトリップ属性を持つ地区利用者を対象に地区整備をするci）かという二とがあげられる。
特に自動車利用者を地区整備の中でどのように位置づけるかという二とは大きな問題になろう。
8－8　結語
　本章では、はじめに京阪神都市圏に含まれる各都市核の商業・サービス機能を中心とした特性
を明らかにした上で、買物や娯楽などの自由目的のために都市核を訪れる地区利用者の行動に着
目し、その現況をパーソントリップ調査のデータから把握した。またその目的地選択行動と滞留
行動を規定している要因をモデル分析によつて明らかにした。最後に課題を持つ都市核の利用状
況を改善していくには、どのような地区整備方策が効果的であるかについて考察を行った。
　まず、8－2では地区利用者の行動に関する研究課題について整理した。特に人間の交通行動
に関する従来の研究について簡単にまとめるとともに、現在まで十分な研究がなされてこなかつ
た都市核サイドの視点に立つた地区利用者の行動分析を行う必要性について述べた。
　次に、8－－3では都市核利用者の行動の中で特に本章で着目した「滞留行動」について、その
分析の意義と分析指標となる滞留時間の測定法を述べた。ニニでは都市核における小売販売額と
地区利用者の1日延べ滞留時間の間に大変高い相関が存在することを示し、商業的な視点から地
区の活性化を進めるには、自由目的で地区に来る地区利用者の1日延べ滞留時間を増加させるこ
とがその一つの方法になる二とを説明した。
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　8－4では地区利用者の目的地選択行動、及び都市核での滞留行動についてパーソントリップ
調査を用いることによつて現況分析を行った。こ二では次のような分析結果を得ることができた。
①　滞留行動の現況分析を行うにあたり、都市核を商業・サービス機能の規模とその変動という
　観点から「大規模商業地区」、「中規模商業地区」、「急成長型小規模商業地区」、「一般型
　小規模商業地区」の4つのタイプに類型化した。分析の結果、一般型小規模商業地区に属する
　都市核において、地区利用者の地区利用状況が向上するような地区整備を重点的に行っていく
　必要性のあることが判明した。
②　一般的に自由トリップの集中が多い地区タイプにおいては、1人当り平均滞留時間も長くな
　る傾向のあることを明らかにした。
③　大規模商業地区において非日常目的を持った地区利用者の滞留時間の占める割合が高く、二
　の逆に小規模商業地区において日常目的を持った地区利用者の滞留時間の占める割合が高くな
　ることを示した。また、大規模商業地区では鉄道利用者の割合が高く、一定量以上の地区利用
　者を滞留させるために鉄軌道が果たす役割は大き．いが、急成長型地区においては自動車利用者
　の構成比が相対的に高い二とが明らかとなった。
　8－5では地区利用者の目的地選択行動を簡単なモデルを適用する二とによって明らかにした。
本節で行つたモデル分析の内容と結果は次のようにまとめられる。
①　地区利用者の目的地選択行動は目的と居住地の違いに応じてその特性が大きく異なるため、
　本節ではその特性の違いに応じて4種類のモデルを提案した。モデルは集計ロジットタイプを
　採用し、効用関数のパラメータ推定には操作性に優れたバークソンの方法を用いた。
②　モデルの説明変数には地区の発する情報量やファッション性の高さを表す変数として、主要
　なタウン情報誌に掲載されている「地下街」や「通り」などの「有名商店街の数」を求めて変
　数に加えた。また、街のにぎやかさにひかれてその地区を選択するという場合も考えられるた
　め、　「滞留人口密度」を街のにぎやかさの代理指標として取り上げた。
③　モデル分析の結果から非日常目的のために目的地選択を行う場合、『地区要因」のうち、郊
　外居住者において有名商店街や賑やかさなどの質的な要因が、都心居住者では売り場面積等の
　量的な要因が相対的に重視される傾向にある二とが判明した。また日常目的のトリップの方が
　非日常目的に比較して時間距離要因に敏感であることが明らかになった。
　また、8－6では都市核における滞留時間の決定行動に影響を与える要因を二つのモデル（滞
留時間分析モデル1、ロ）を用いることによって分析した。それぞれのモデルから得られた知見
について簡単にまとめる。
①　滞留時間分析モデル1では数量化理論1類を用いることによって『トリップ属性及び個人属
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　性』が滞留時間に及ぼす影響を非集計レベルで明らかにした。この結果個人属性よりもトリッ
　プ属性の方が滞留時間に及ぼす影響が強く、その中でもトリップ目的が異なることによる影響
　が特に大きいことが判明した。また、鉄道利用の場合に滞留時間が相対的に長くなる傾向が認
　められた。
②滞留時間分析モデルロではモデル1で説明されなかつた地区ごとの滞留時間の残差を「地区
　要因』を用いて線形回帰した。二の結果、地区の商業集積の核となる施設の有無や地区のにぎ
　ゃかさが滞留時間に大きな影響を与えていることが明らかになった。また、官庁群や乗り換え
　ターミナルの存在する都市核では相対的に滞留時間が短く、この逆に再開発事業が実施された
　都市核においては滞留時間が長くなっている二とが明らかになった。
　8－7においては本章での分析結果をふまえ、地区利用者の行動からみて特に整備課題が存在
すると思われる都市核（一般型小規模商業地区に属する①衡星都市中心地区、②大阪環状線沿線
地区、③三大都市都心周辺地区）に対し、次のような都市整備を行っていく必要性を指摘した。
①衛星都市中心地区においては現在大都市都心部へ流出している非日常目的を持った郊外居住
　者を吸収するため、質の高い商業施設を整備していく必要がある。また、地区利用者の滞留時
　間を長くするためには、地区内に核となる商業施設を立地させ、ゆとりのある滞留空間を創出
　する二とが有効である。
②　大阪環状線沿線地区では鉄道の乗り換えによる地区利用者が多いにもかかわらず、一人当り
　の滞留時間が短く地区の実質的な利用がなされていない。二のため、駅周辺に魅力度の高い施
　設を配し、駅利用者の動線を駅から地区内に引き込む工夫が必要である。
③　三大都市都心周辺地区は在来型の現業業種を中心に古くから発達した地区が多く、地区周辺
　の居住者数が近年減少の傾向にある。二のため周辺の住宅整備と有機的な連携をとつたり、後
　背圏を拡大するために鉄道路線の整備を行っていく必要がある。また、地区利用者の滞留時間
　を伸ばすために、商業施設の整備や景観整備によつて現業地区イメージから脱皮する二とや、
　にぎやかさの創出が有効であると考えられる。
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9　結論
　近年、わが国の広域都市圏においては都市圏構造の多核化、分散化が進展しているといわれて
おり、これら都市圏を構成する都市核の整備が重要な課題となっている。本研究では都市・地域
計画の策定を支援するために、都市核の整備課題を様々な都市活動主体の評価をふまえて明らか
にするとともに、数学的モデルを用いた分析によって地区整備の実施が都市核に与える影響を検
討した。
　まず、都市核の活性化を論ずるにあたり、現在都市核のおかれている状況を都市圏レベルの視
点から把握しておく必要がある。このため第2章では、都市圏構造や都市圏計画の変遷について
整理し、都市圏の多核化政策の必要性とその問題点を整理した。また第3章ではわが国における
主要な広域都市圏の現況を明らかにするとともに、第4章から第8章の分析で対象とする京阪神
都市圏における内部構造の変化を分析している。そして、第4章では京阪神都市圏において実際
に都市核を設定し、その特性についてマクロ的な視点とミクロ的な視点の両面から検討を行った。
　次に第5章から第8章において各都市核を活性化するための地区整備方策に関する検討を行つ
た。まず、第5章では都市核に立地している様々な都市活動を対象としてその評価の視点から都
市核の整備課題を整理するとともに、第6章では都市活動の立地ポテンシャル推計モデルを構築
し、都市核整備の実施によって生じると考えられるインパクトの計測を行った。また第7章では
都市核利用者を対象とし、その評価から都市核の整備課題を整理するとともに、第8章では地区
利用行動を説明するモデルを構築し、都市核整備の効果について検討を行つた。
　以下では各章で得られた主な成果を要約する。
［第2章都市圏における構造変化と計画］
　第2章では、都市圏に関する従来の研究と計画についての整理を行い、近年重視されるように
なった都市圏多核化政策の有効性を検討した。こ二での成果は以下のようにまとめられる。
1）　一般的な都市圏の形成・成熟過程において、都市圏を構成する中心都市域、郊外都市域、
及び郊外域の成長時期は一致せず、郊外部ほど時間的遅れを伴って成長する場合が多い。このた
め都市圏はその形成・成熟過程を通じて常に郊外化を続けていると考えることができ、成熟した
都市圏ほど都市圏構造の多核化が進行しやすい。また、公共交通に依存した都市圏ほど中心都市
核群の卓越性が高く、二れに対して自動車交通に依存した都市圏ほど都市圏の構造が分散的にな
る傾向がある。
2）　ロンドン、ワシントン等の先進諸国の大都市圏においては、比較的早くから分散化、多核
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化を念頭に置いた都市圏計画が立てられてきた。わが国においては、第2次世界対戦後に都市圏
計画が策定されるようになったが、近年において都市圏全体の交通条件の向上、都心における混
雑に伴う不経済の発生などといった現象が生じるに従つて、都市圏の多核化政策が以前よりも重
視されるようになってきた。
3）．都市圏多核化政策の有効性を簡単な仮想都市圏モデルのもとで検討したと二ろ、中心都市
の規模が一定レベル以上に到達しないと、多核化政策を実施することによつて集積経済の減少に
より不経済が発生する場合も有り得る二とを示した。また、多核化政策を効率的に実施していく
ためには、都市圏を構成する都市核に対して効果的な「外部整備」、及び「内部整備」を行って
いく必要がある二とを指摘した。
　以上のように第2章では現在の一般的な傾向として、都市圏構造の分散・多核化が進行してい
ることを示し、都市圏を構成する各都市核を活性化していくことが重要であることを指摘した。
さらに各都市核を効率的に活性化していくためには、都市核における都市活動や地区利用者とい
つた主体が、立地環境に対してどのような評価を行っているかを明らかにするとともに、その立
地行動や地区利用行動を把握し、様々な外部整備、内部整備が二れらの主体に及ぼす影響を正確
に把握する必要がある二とを論じた。
［第3章わが国における大都市圏の現況分析］
　第3章では、わが国における大都市圏の現況を、都市圏に立地する都市活動の活動水準に着目
する二とによつて明らかにした。さらに都市圏の内部構造変化を京阪神都市圏を対象とし．て把握
した。その成果は以下の通りである。
1）　地域成長の時間的経過を地域内の産業構成特性をふまえて分析できるシフト・シェア分析
手法を用いる二とによって、わが国の三大都市圏である東京、京阪神、名古屋都市圏の都市活動
の現況を次のように明らかにした。
①東京都市圏は全国的にみて成長性の高い事業所業種の立地比率が高く、また二れらの業種が
　各業種の全国平均成長率を上回る勢いで成長を続けている。
②　京阪神都市圏は全国的にみて成長性の低い事業所業種の立地比率が高く、その上これらの業
　種が全国平均よりも低い増加率でしか成長していない。
③名古屋都市圏は全国的にみて成長性の低い事業所業種の立地比率が高いが、これらの業種の
　名古屋都市圏における成長力は高くなっている。
2）　京阪神都市圏における人口や都市活動の増加率は郊外部において高く、都心部において低
くなっている。特に先端技術産業や鉱工業生産指数の高い今後の成長の期待できる業種の工場は、
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郊外部の交通利便性の高い地域に立地する場合が増えている。
　以上のように第3章では、わが国における三大都市圏の特性の違いを都市活動の立地という側
面から明らかにするとともに、都市圏の内部構造は分散化傾向が進んでいることを実証的に示し
た。
［第4章　都市核の設定とその特性分析］
　第4章では、都市核の定義とその抽出方法を示すとともに京阪神都市圏に対してその方法を適
用した。また、この結果得られた都市核の特性について、マクロ的視点とミクロ的視点の両方か
ら現況分析を行った。こ二での成果は以下のようにまとめられる。
1）　従来において適当な方法がなかった都市核の設定方法を新たに提案した。本研究で提案し
た都市核の設定法は次のような長所を持っている。
①都市活動の集積地と重要な交通拠点という都市核の持つ二つの側面に着目し、都市核に相当
　する地区をもれなく選定することができる。
②　国勢統計区を設定の最小単位としているため、都市核の条件を満たす地区を高い精度で特定
　することができる。
③　既存の統計調査から得られるデータのみを用いているため簡便で、なおかつ操作性が高い。
2）　二の都市核設定方法を、京阪神都市圏に適用する二とによって47の都市核を抽出すること
ができた。また、分析の結果、これらの都市核は京阪神都市圏において産業活動のシェアを低下
させていることが明らかにされた。
3）　都市核はその規模や特性の面で多様性に富んでおり、成長力も都市核ごとに大きな違いが
あることが認められた。特にサービス系業種に特化したり自動車利用者に対する利便性の高い特
定の郊外都市核において高い成長がみられた。一方、現業系業種の構成比が高い都市核や都心周
辺の古くからの商業地を中心とする都市核において都市活動量の減少がみられることを示した。
4）　ミクロな視点から都市核の施設立地分析を行う場合には、都市核における用途混合や高度
利用の進展といつた現象を把握する二とが重要である。二こでは「混在指標」と「高層化指標」
という二つの指標を新たに提案し、梅田地区を例にその適用方法を示し算出された指標値から地
区特性に関する考察を行った。
5）　施設立地分析の結果、梅田地区は近年業務系機能への特化が一層進んできており、この現
象は土地の高度利用化と同時進行していることを明らかにした。また、梅田地区のような高密度
な土地利用がなされている都市核では、地区周辺部の街区において都心型土地利用への推移が現
在も続いている反面、多くの街区では法定容積率のレベルまで完全な高度利用化がなされておら
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ず、街区特性と法定容積率の不完全利用との関連を明らかにした。
［第5章　都市活動の立地評価に着目した都市核の整備課題の分析］
　各都市核の活性化をはかるには、都市核における都市活動が良好な立地環境のもとで活動が行
えることが必要である。第5章では各事業主体の現在の立地条件に対する評価状況をもとに、ど
のような都市整備が各地区で求められているかを示した。二こでは次のような成果が得られた。
1）　アンケート調査を用いて事業所の地区評価特性について分析を行った結果、事業所の基本
的な地区評価特性は顧客へのサービス特性と、自動車利用の利便性という二つの因子から構成さ
れていることを明らかにした。
2）　立地選好の重要性評価という点で類似した事業所を類型化し、既存の業種分類に替わる7
種類の評価主体グルー一プを提案した。また商業型や現業型の評価主体グループは、共に自動車利
用の利便性を重視するグループと重視しないグループに大きく分類されることを示した。
3）　各立地評価項目に対するウエイトを立地条件評価モデルを推定する二とによって定量的に
導出した。二の結果、どの評価主体グループにおいても、鉄道・バスの利便性が重視され、商業
系グループは人通りの多さに、輸送型や現業型のグループでは付近の道路の広さや駐車のしやす
さといつた評価項目に対するウェイトが相対的に高い二とを明らかにした。
4）　現在の立地条件に対する各評価主体グループの評価から、サービス型業種、商業型業種に
おいては人通りの多さ、現業型業種においては付近の道路の広さといった評価項目でそのウェイ
ト値が高いのに反して満足率が低くなっている二とを示した。特に郊外部では人通りの多さに対
する評価が低いのに対して、都心部では自動車利用の利便性に関連する項目の評価値が低くなつ
ており、今後の都市核整備においては二のような状況を考慮する必要のある二とを指摘した。
［第6章　都市活動のポテンシャルに着目した都市核整備の効果分析］
　第6章では、都市核における都市活動の立地ポテンシャルを推計するモデルを作成した。さら
にこのモデルを用いることによって、具体的な交通整備計画の実施によって都市核の都市活動に
どのような影響が及ぶかについてインパクト分析を行った。二の結果、本章では次のような成果
を得ることができた。
1）　都市活動のポテンシャルに影響を与える要因として、広域的要因、地区的要因、集積経済
要因の三つを考え、集積経済要因を説明変数としてモデルに取り入れるため、エンピリック型の
同時型連立方程式を用いることを提案した。
2）　集積経済要因を同時項として選択するにあたつては、各都市活動がどの都市活動から集積
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経済の恩恵を受けているかを正確に知る必要がある。二のため本研究では、ある都市活動にとっ
て重要度の高い活動に対しては、その活動のもとに到達するトtJップの回数が多いと考え、業務
トリップの都市活動別着業種構成比を変数選択の判断基準として用いることを提案した。
3）　ポテンシャル推計モデルのケーススタデ1を京阪神都市圏を対象にして行ったところ、良
好な決定係数及びt値を持つモデルをキャiJプレートすることができた。また、精度分析の結果
外生条件が大きく変化しない限り、近い将来のインパクト値推計には十分に耐え得るモデルであ
ることが明らかになつた。
4）　ポテンシャル推計モデルを用いて、都市圏における様々な都市整備案の中からいくつかの
交通整備が実施された場合に都市核に生じると考えられるインパクトを各都市核ごとに予測した。
この結果、提案したポテンシャル推計モデルを用いることによって地区整備によって都市核に生
じる整備効果を定量的に明らかにできるようになつた。
［第7章　地区利用者の地区評価に着目した都市核の整備課題の分析］
　第7章では、地区利用者の地区評価特性を明確にするとともに都市核の特性に応じた整備課題
の整理を行った。ニニでは次のような成果が得られた。
1）　アンケート調査を用いて地区利用者の地区評価特性の分析を行い、地区評価の基本因子が
グレード、環境・景観、買物快適性、商業集積を表す四つの因子から構成されることを示した。
2）　性別、年齢、職業などの個人属性が異なる二とによって地区評価特性も異なることを明ら
かにした。このため同じ都市整備事業を実施しても、主体によってその受け取り方に差が生じる
ため、どのような属性を持つ地区利用者を対象にするかということによって都市核整備のあり方
が異なることを指摘した。
3）　地区評価モデルを新たに提案し、地区の選好性や活性度の評価に対してアンケート調査の
結果をもとにその適用を行った。二の結果、一般に地区の選好性評価において男性と主婦はグレ
ードを重視しており、年齢が上がるに従って男性は買物快適性を、主婦は環境・景観を重視する
傾向が強くなることが示された。また、地区の活性度評価において商業集積やグレードに関連す
る評価項目は全般的にウェイトが高く、環境・景観の良さと地区の活性度の間にはトレード・オ
フの関係が存在することを明らかにした。
4）　各都市核ごとにどのような評価項目に対して地区利用者の不満が高いかを分析した結果、
茨木地区ではグレード、商業集積や自動車利用に関連する項目で評価が相対的に低く、千里中央
地区では商業集積や買物快適性に関連する項目の一部において評価が低いことが明らかになった。
また、この結果にもとついて分析対象とした都市核の整備課題の整理を行つた。
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［第8章　地区利用者の行動に着目した都市核整備の効果分析］
　第8章では、買物や娯楽などの自由目的活動のために都市核を訪れる地区利用者の行動に着目
し、その現況を把握するとともに、その目的地選択行動と滞留行動を規定している要因をモデル
分析によって明らかにした。この結果本章では次のような成果を得ることができた。
1）　都市核利用者の地区における滞留行動をとりあげ、商業的な視点から都市核の活性化を進
めるには、地区利用者の1日延べ滞留時間を増加させることが一つの方法になることを提案した。
2）　地区利用者の都市核選択行動、及び都市核での滞留行動に関する現況分析から、一般的に
商業集積が高く自由トリップの集中が多い地区においては、1人当り平均滞留時間も長くなるこ
とを明らかにした。また、この逆に商業集積が低くかつ地区の成長力が低い都市核において、地
区の利用状況が向上するような地区整備を重点的に行っていく必要性を示した。
3）　地区利用者の目的地選択行動を分析するために、地区の持つファッション性の高さや街の
にぎやかさなど、都市核の選択に大きな影響を及ぼすと考えられる質的な要因も考慮した目的値
選択モデルを提案した。二の結果、非日常目的のために目的地選択を行う場合、地区要因のうち、
郊外居住者において有名商店街や賑やかさなどの質的な要因が、都心居住者では売り場面積等の
量的な要因が相対的に重視きれる二とがわかった。
4）　都市核における滞留時間の決定行動に影響を与える要因をモデル分析によつて明らかにし
た。二の結果個人属性よりもトリップ属性の方が滞留時間に及ぼす影響が強く、その中でもトリ
ップ目的が異なる事による影響が特に大きい二とを明らかにした。また、地区の商業集積の核と
なる施設の有無や地区のにぎやかさが滞留時間に大きな影響を与えている二とを定量的に示した。
5）　地区利用者の行動が改善される二とによって地区の活性化が期待される地区をとりあげ、
これらの地区においてどのような地区整備方策を実施する二とが望ましいかということについて、
本章の分析結果に基づいて検討した。
　以上、本研究では、近年における都市圏構造の変化をふまえた上で都市核の現況を明らかにし
た。そして、様々な主体の評価から都市核における整備課題を明確にするとともに、地区整備が
実施された際に生じる効果を計測するための方法を開発し、実際に適用を行った。二の結果、従
来ではそれほど明確な指針がなかつた都市核に関連する計画策定に対して、有効な情報と分析方
法を提供することができたと考えられる。
　今後は、本研究において取り扱わなかった、都市核とその周辺部や郊外部との関連を考慮し、
望ましい都市圏構造のあり方とその実現方策について、一層の研究を進めることが重要であると
考えられる。
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